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（百万円未満切捨て）

１．平成20年12月期第１四半期の連結業績（平成20年１月１日　～　平成20年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期第１四半期 4,738 △29.8 1,024 △52.7 792 △60.5 535 △55.6

19年12月期第１四半期 6,751 27.4 2,165 113.4 2,004 108.3 1,205 115.4

19年12月期 17,887 30.0 3,031 56.6 2,586 58.8 1,543 70.9

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年12月期第１四半期 5,108 38 4,868 45

19年12月期第１四半期 22,990 94 21,474 54

19年12月期 14,726 36 13,697 82

 (注)平成19年10月１日付で株式分割(普通株式１株を２株に分割)しております。

(2）連結財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期第１四半期 21,139 6,689 31.4 63,365 87

19年12月期第１四半期 26,620 6,088 22.7 115,074 72

19年12月期 22,210 6,259 27.9 59,189 53

 (注)平成19年10月１日付で株式分割(普通株式１株を２株に分割)しております。

(3）連結キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年12月期第１四半期 2,551 △1,837 601 7,210

19年12月期第１四半期 △3,058 △73 3,510 4,842

19年12月期 △626 △553 2,611 5,895

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

19年12月期 －  1,500 00 －  750 00 2,250 00

20年12月期 －  －  －  －  

20年12月期（予想） －  750 00 －  750 00 1,500 00

 （注）平成19年10月１日付で株式分割（普通株式１株を２株に分割）しております。

３．平成20年12月期の連結業績予想（平成20年１月１日　～　平成20年12月31日）

 （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 9,963 22.1 1,936 △19.7 1,753 △18.0 1,076 △17.3 10,267 14

通期 19,033 6.4 3,380 11.5 2,946 13.9 1,835 18.9 17,507 21
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2）四半期連結財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　中間連結財務諸表作成基準

(3）最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　　　　　　　　　　：　無

(4）会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取

扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表等に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続き

を受けております。

５．個別業績の概要（平成20年１月１日　～　平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期第１四半期 4,550 △20.2 1,025 △44.5 963 △45.8 597 △43.7

19年12月期第１四半期 5,704 76.3 1,848 181.3 1,777 193.4 1,061 200.7

19年12月期 16,307 46.4 2,740 64.7 2,576 78.0 1,600 115.9

１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭

20年12月期第１四半期 5,700 30

19年12月期第１四半期 20,247 1

19年12月期 15,271 12

 (注)平成19年10月１日付で株式分割(普通株式１株を２株に分割)しております。

(2）個別財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期第１四半期 19,120 6,400 33.5 61,062 51

19年12月期第１四半期 21,352 5,526 25.9 105,450 69

19年12月期 18,504 5,900 31.9 56,294 24

 (注)平成19年10月１日付で株式分割(普通株式１株を２株に分割)しております。

６．平成20年12月期の個別業績予想（平成20年１月１日　～　平成20年12月31日）

 （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 9,606 38.0 1,926 △8.7 1,885 △6.1 1,115 △5.1 10,646 13

通期 18,335 12.4 3,378 23.3 3,218 24.9 1,885 17.8 17,990 72

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

  上記予想に関する事項は４ページ【定性的情報・財務諸表等】３.業績予想に関する定性的情報　をご覧下さい。
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期における我が国経済は、原油価格の動向およびサブプライムローン問題を背景とする金融資本市場の変動

により下振れリスクが増しており、その動向には今後も留意する必要があります。

　不動産マーケットにおきましては、サブプライムローン問題から端を発した信用収縮による資金の流れの停滞、また昨

年施行された金融商品取引法を起因とした中小不動産ファンドの投資意欲に減退傾向が見受けられ、先行きの不透明感が

増してきております。

　このような環境の中、当社におきましては不動産取引収益においては、前第１四半期に大型商業ビルの商品化が寄与し

たこともあり、前第１四半期比では47.9％減の2,928百万円の計上に留まりました。

　一方で基幹事業である財産コンサルティング収益は、積極的なセミナーの開催、幅広い集客を目的とした全国紙への広

告掲載を行なうなど、新規顧客の開拓に注力するとともに、都心部における大型不動産コンサルティングの成功もあり、

前第１四半期比92.3％増の1,454百万円を計上し、利益面においても当期予算を上回る営業総利益を確保できました。　

 　以上の結果、当第１四半期における営業収益は4,738百万円（前第１四半期比29.8％減）、営業利益は1,024百万円（同

52.7％減）、経常利益は792百万円(同60.5％減）、四半期純利益は535百万円（同55.6％減）となりました。

 

  当四半期における営業収益の区分別業績は次のとおりであります。

 前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

（平成19年12月期第１四半期） （平成20年12月期第１四半期）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

財産コンサルティング収益 756 11.2 1,454 30.7

不動産取引収益 5,616 83.2 2,928 61.8

サブリース収益 275 4.1 292 6.2

その他収益 103 1.5 63 1.3

合　　　　　計 6,751 100.0 4,738 100.0

 

 ① 財産コンサルティング収益

  当第１四半期における財産コンサルティング収益は、積極的なセミナーの開催などによる新規顧客の開拓と案件の発掘

に努める地道な活動に特化して、不安定な不動産市況の中においてもクライアントに対して、適切なアドバイスや指導を

行うことに徹してまいりました。

　その結果、都心部の商業ビルに絡めたコンサルティングも寄与して、前第１四半期比92.3％増の1,454百万円を計上いた

しました。

② 不動産取引収益

　不動産取引収益は、不動産共同所有システム（商品名：ADVANTAGE CLUB）を、平成20年３月に「目黒駅前」(180口、

1,800百万円)の募集を行ない、募集口数を大幅に超えるお申込をいただいた結果、抽選を実施するなど好評のうちに完売

いたしました。

　そのほか都心部（台東区上野）の商業ビル売却案件を取り扱ったものの、前第１四半期における大型不動産案件の影響

もあり、前第１四半期比47.9%減の2,928百万円を計上するに留まりました。　

③ サブリース収益

　サブリース収益は、前第１四半期比6.2％増の292百万円を計上いたしました。これは、管理物件を満室するための努力

が奏功したことで、平成19年９月以降当社グループの管理物件におきましては、契約ベースで満室稼動となっております。

④ その他収益

　当第１四半期連結会計期間におけるその他収益は63百万円（前第１四半期比38.9%減）となりました。
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２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期における財政状態は、前期末と比べ総資産は1,071百万円の減少、負債は1,501百万円の減少、純資産は429

百万円の増加となりました。

　資産の主な変動要因は、現金及び預金の増加1,565百万円、売掛金の減少128百万円、販売用不動産の減少2,309百万円、

買取債権の減少112百万円などであります。

　負債の主な変動要因は、短期借入金の増加363百万円、社債の増加380百万円、匿名組合等出資預り金の減少1,622百万円、

未払法人税等の減少460百万円などであります。

　純資産の主な変動要因は、利益剰余金の増加456百万円などであります。

　これらの結果、１株当たり純資産額は63,365.87円となり、自己資本比率は31.4％となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

　当第１四半期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ1,315百万円増加し、

当第１四半期末残高は7,210百万円となりました。

　当四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期における営業活動による資金の増加は、2,551百万円（前第１四半期は3,058百万円の減少）となりまし

た。

　これは主に、販売用不動産の減少額2,309百万円、買取債権の減少額112百万円などの収入要因、匿名組合等出資預り金

の減少額79百万円、法人税等の支払額802百万円等の支出要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期における投資活動による資金の減少は、1,837百万円（前第１四半期比1,764百万円の支出の増加）となり

ました。

　これは、主として少数株主持分の取得による支出1,665百万円等の支出要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第１四半期における財務活動による資金の増加は、601百万円（前第１四半期比82.9％減）となりました。

　これは主に短期借入金の増加額363百万円、社債の発行による収入778百万円の収入要因に加え、長期借入金の返済によ

る支出42百万円、社債の償還による支出420百万円、配当金支払額78百万円の支出要因によるものであります。

 

３．業績予想に関する定性的情報

　当社の財産コンサルティングに対する需要は、引き続き堅調に推移するものと見られます。

また、コンサルタントの人員増強の効果も見込み、平成20年12月期の財産コンサルティング収益については3,096百万円

(前連結会計年度比8.7％増)を見込んでおります。

　不動産取引収益については、「不動産共同所有システム」の販売をはじめ、都心部における販売用不動産物件の商品化

を中心に14,429百万円(前連結会計年度比6.7％増)を計画しております。

　サブリース収益につきましては、空室率の改善効果もあり1,117百万円(前連結会計年度比0.4％増)になる見込みであり

ます。

　その他収益につきましては、ほぼ横ばいの389百万円(前連結会計年度比2.0％減)を計画しております。

　

　以上により、通期連結業績の見通しは、平成20年12月期の営業収益19,033百万円（前連結会計年度比6.4％増）、営業

利益3,380百万円（同11.5％増）、経常利益2,946百万円（同13.9％増）、当期純利益1,835百万円（同18.9％増）、１株

当たり当期純利益17,507.21円となる見込みであります。

　

４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　　該当事項はありません。
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５．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

  
前四半期連結会計期間末

（平成19年３月31日）

当四半期連結会計期間末

（平成20年３月31日）

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金  5,602,611 8,270,089 6,704,445

２．売掛金  450,005 463,637 592,631

３．販売用不動産 ※２ 10,998,171 6,268,721 8,578,178

４．買取債権  3,929,027 843,449 955,857

５．その他  293,155 179,174 202,650

６．貸倒引当金  △966 △3,908 △3,645

流動資産合計  21,272,005 79.9 16,021,164 75.8 17,030,118 76.7

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物 ※１ 115,872 97,774 100,929

(2）その他 ※１ 111,079 226,951 105,709 203,484 103,585 204,514

２．無形固定資産  40,907   

(1) のれん   257,698  27,362  

(2）その他    30,938 288,637 30,879 58,241

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  1,187,587 1,132,910 1,253,786

(2）関係会社株式  3,732,913 3,331,470 3,503,913

(3）その他  159,756 5,080,257 161,561 4,625,943 160,331 4,918,030

固定資産合計  5,348,116 20.1 5,118,065 24.2 5,180,787 23.3

資産合計  26,620,121 100.0 21,139,229 100.0 22,210,905 100.0
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前四半期連結会計期間末

（平成19年３月31日）

当四半期連結会計期間末

（平成20年３月31日）

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金  75,314 75,459 70,020

２．短期借入金 ※２ 2,587,000 2,990,000 2,626,668

３．１年以内返済予定の長

期借入金
※２ 168,000 3,552,000 94,000

４．１年以内償還予定の社

債
 1,140,000 1,060,000 1,020,000

５．未払法人税等  948,053 359,493 819,642

６．その他  839,725 604,479 725,404

流動負債合計  5,758,093 21.6 8,641,432 40.9 5,355,736 24.1

Ⅱ　固定負債  

１．社債  3,625,000 3,365,000 3,025,000

２．長期借入金 ※２ 3,552,000 － 3,500,000

３．匿名組合等出資預り金  6,507,428 1,414,640 3,037,244

４．退職給付引当金  26,999 32,992 31,497

５．役員退職慰労引当金  143,004 178,258 172,373

６．預り敷金・保証金  785,138 798,191 800,685

７．その他  133,516 19,017 28,609

固定負債合計  14,773,087 55.5 5,808,100 27.5 10,595,409 47.7

負債合計  20,531,180 77.1 14,449,533 68.4 15,951,145 71.8

  

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１．資本金  805,817 3.0 805,817 3.8 805,817 3.6

２．資本剰余金  875,266 3.3 875,266 4.1 875,266 3.9

３．利益剰余金  3,995,698 15.0 4,712,617 22.3 4,255,754 19.2

株主資本合計  5,676,781 21.3 6,393,701 30.2 5,936,838 26.7

Ⅱ　評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差額
金

 354,514 1.4 248,563 1.2 267,645 1.2

評価・換算差額等合計  354,514 1.4 248,563 1.2 267,645 1.2

Ⅲ　少数株主持分  57,644 0.2 47,431 0.2 55,275 0.3

純資産合計  6,088,941 22.9 6,689,696 31.6 6,259,759 28.2

負債純資産合計  26,620,121 100.0 21,139,229 100.0 22,210,905 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書

  
前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

要約連結損益計算書

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　営業収益

１．営業収入  1,134,847 1,809,782 4,359,139

２．不動産売上高  5,616,203 6,751,050 100.0 2,928,464 4,738,246 100.0 13,528,535 17,887,674 100.0

Ⅱ　営業原価

１．営業原価  440,400 788,334 1,739,414

２．不動産売上原価  3,552,396 3,992,797 59.1 2,379,523 3,167,857 66.9 10,850,364 12,589,778 70.4

営業総利益  2,758,252 40.9 1,570,389 33.1 5,297,895 29.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 593,079 8.8 546,163 11.5 2,266,512 12.7

営業利益  2,165,172 32.1 1,024,225 21.6 3,031,382 16.9

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息  2,546 6,845 8,357

２．受取配当金  68 1,818 4,808

３．その他  1,714 4,330 0.1 4,437 13,101 0.3 17,447 30,613 0.2

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息  30,104 40,273 142,551

２．社債発行費  26,529 21,577 26,529

３．持分法による投資損失  77,891 172,442 274,492

４．その他  30,222 164,749 2.5 10,492 244,785 5.2 31,718 475,292 2.6

経常利益  2,004,753 29.7 792,541 16.7 2,586,703 14.5
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前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

要約連結損益計算書

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅵ　特別利益

１．関係会社株式売却益  － － － － － － 1,150 1,150 0.0

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※2 438 － 3,389

２．リース解約損失  － 4,194 －

３．投資有価証券評価損  2,880 － 34,053

４．その他  － 3,319 0.0 － 4,194 0.1 16,786 54,229 0.3

匿名組合等損益分配前税
金等調整前四半期(当
期)純利益

 2,001,434 29.7 788,346 16.6 2,533,624 14.2

匿名組合等損益分配額  △63,601 △0.9 △109,196 △2.3 △196,332 △1.1

税金等調整前四半期

(当期)純利益
 2,065,035 30.6 897,543 18.9 2,729,957 15.3

法人税、住民税及び事

業税
 943,388 354,305 1,294,645

法人税等調整額  △85,817 857,571 12.7 15,600 369,906 7.8 △108,457 1,186,187 6.7

少数株主利益

（△：損失）
 2,462 0.0 △7,843 △0.2 93 0.0

四半期(当期)純利益  1,205,001 17.9 535,480 11.3 1,543,675 8.6
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(3) 四半期連結株主資本等変動計算書

前四半期連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 2,869,314 4,550,398

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △78,618 △78,618

四半期純利益 － － 1,205,001 1,205,001

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
－ － － －

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － 1,126,383 1,126,383

平成19年３月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 3,995,698 5,676,781

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 55,087 4,829,661

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － △78,618

四半期純利益 － － － 1,205,001

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
130,339 130,339 2,557 132,897

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
130,339 130,339 2,557 1,259,280

平成19年３月31日　残高

（千円）
354,514 354,514 57,644 6,088,941
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当四半期連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 4,255,754 5,936,838

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △78,618 △78,618

四半期純利益 － － 535,480 535,480

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
－ － － －

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － 456,862 456,862

平成20年３月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 4,712,617 6,393,701

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
267,645 267,645 55,275 6,259,759

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － △78,618

四半期純利益 － － － 535,480

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
△19,082 △19,082 △7,843 △26,925

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△19,082 △19,082 △7,843 429,936

平成20年３月31日　残高

（千円）
248,563 248,563 47,431 6,689,696

㈱船井財産コンサルタンツ（8929）平成 20 年 12 月期　第１四半期財務・業績の概況

- 10 -



前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 2,869,314 4,550,398

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △157,236 △157,236

当期純利益 － － 1,543,675 1,543,675

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
－ － － －

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － 1,386,439 1,386,439

平成19年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 4,255,754 5,936,838

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 55,087 4,829,661

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － － △157,236

当期純利益 － － － 1,543,675

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
43,470 43,470 188 43,658

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
43,470 43,470 188 1,430,098

平成19年12月31日　残高（千円） 267,645 267,645 55,275 6,259,759
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(4) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  
前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前四半期(当期)純利

益
 2,065,035 897,543 2,729,957

減価償却費  9,259 9,350 49,186

貸倒引当金の増加額  736 262 3,416

退職給付引当金の増加額  1,736 1,495 6,233

役員退職慰労引当金の増加額  9,420 5,885 38,789

受取利息及び配当金  △2,615 △8,663 △13,166

支払利息  30,104 40,273 142,551

社債発行費  26,529 21,577 26,529

持分法による投資損失  77,891 172,442 274,492

固定資産売却損  438 － 3,389

投資有価証券評価損  2,880 － 34,053

匿名組合等損益分配額  △63,601 △109,196 △196,332

売上債権の増減額（△：増）  79,971 10,100 △80,559

販売用不動産の増減額

（△：増）
 △4,790,278 2,309,457 △2,370,286

買取債権の増減額（△：増）  △3,384,474 112,407 △411,303

仕入債務の増減額(△：減)  △13,552 5,438 △18,846

預り敷金・保証金の増減額

（△：減）
 12,691 △2,493 28,238

匿名組合等出資預り金の増減額

（△：減）
 3,491,488 △79,919 297,490

その他  △59,955 8,231 △94,657

小計  △2,506,291 3,394,191 449,178

利息及び配当金の受取額  2,615 8,663 45,566

利息の支払額  △37,844 △48,736 △146,374

法人税等の支払額  △517,371 △802,592 △974,866

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
 △3,058,891 2,551,526 △626,497
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前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金等の預入による支出  △160,000 △415,097 △1,157,281

定期預金等の払戻による収入  149,910 164,741 1,099,373

有形固定資産の取得による支出  △11,781 △5,405 △24,157

有形固定資産の売却による収入  2,884 － 13,428

無形固定資産の取得による支出  － △2,973 △9,835

投資有価証券・出資金の取得に

よる支出
 △1 △11,100 △431,362

投資有価証券・出資金の売却等

による収入
 68,057 99,802 249,383

関係会社株式の取得による支出  △145,020 － △145,020

少数株主持分の取得による支出  － △1,665,954 △154,936

その他  22,609 △1,388 7,184

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
 △73,339 △1,837,374 △553,221

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増加額  123,000 363,332 236,668

長期借入れによる収入  3,500,000 － 3,500,000

長期借入金の返済による支出  △668,000 △42,000 △868,000

社債の発行による収入  973,470 778,422 973,470

社債の償還による支出  △320,000 △420,000 △1,040,000

匿名組合等出資預り金の分配に

よる支出
 △18,892 － △33,817

配当金の支払額  △78,618 △78,618 △157,236

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
 3,510,959 601,136 2,611,084

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額  378,728 1,315,288 1,431,365

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  4,463,821 5,895,187 4,463,821

Ⅵ　現金及び現金同等物の四半期末(期

末)残高
 4,842,549 7,210,475 5,895,187
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成20年１月１日   
   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年12月31日 ）

１．連結の範囲に関する事

項

連結子会社の数　　10社

連結子会社の名称

㈱船井エステート

㈲暁事業再生ファンド

㈲船井企業投資ファンド１号

ＫＲＦコーポレーション㈲

㈲ふるさと再生ファンド

㈲エスエフ投資ファンド

日本不動産格付㈱ 

㈱登美二

100年ファンド投資事業有限責任

組合

㈱とちぎ投資ファンド

なお、前連結会計年度まで連結子

会社であった㈱船井財産コンサル

タンツ・ネットワークシステムは

平成19年３月31日付で当社に吸収

合併されました。

連結子会社の数　　７社

連結子会社の名称

㈱船井エステート

㈲暁事業再生ファンド

㈲船井企業投資ファンド１号

ＫＲＦコーポレーション㈲

㈲ふるさと再生ファンド

日本不動産格付㈱ 

100年ファンド投資事業有限責任

組合

（追加情報）

　開示対象特別目的会社の概要、

開示対象特別目的会社を利用した

取引の概要及び開示対象特別目的

会社との取引金額等については、

「開示対象特別目的会社関係」と

して記載しております。

　なお、当四半期連結会計期間よ

り、「一定の特別目的会社に係る

開示に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第15号　平成19年

３月29日）を適用しております。

連結子会社の数　　７社

連結子会社の名称

㈱船井エステート

㈲暁事業再生ファンド

㈲船井企業投資ファンド１号

ＫＲＦコーポレーション㈲

㈲ふるさと再生ファンド

日本不動産格付㈱ 

100年ファンド投資事業有限責任

組合

なお、

㈱とちぎ投資ファンド

㈱登美二

は清算により、

㈲エスエフ投資ファンド

は売却により、当連結会計年度か

ら連結子会社に該当しなくなりま

した。

また、前連結会計年度まで連結子

会社であった㈱船井財産コンサル

タンツ・ネットワークシステムは、

平成19年３月31日付で当社に吸収

合併されました。

２．持分法の適用に関する

事項

(1）持分法適用の関連会社数　４社

会社名

日本インベスターズ証券㈱

日本ファイナンシャル・アドバイ

ザー㈱

㈱うかい

㈱河口湖うかい

なお、㈱河口湖うかいは株式取得に

より、当四半期連結会計期間より関

連会社となりました。

(1）持分法適用の関連会社数　４社

会社名

日本インベスターズ証券㈱

日本ファイナンシャル・アドバイ

ザー㈱

㈱うかい

㈱河口湖うかい

(1）持分法適用の関連会社数  ４社

会社名

日本インベスターズ証券㈱

日本ファイナンシャル・アドバイ

ザー㈱

㈱うかい

㈱河口湖うかい

なお、㈱河口湖うかいは株式取得に

より、当連結会計年度より関連会社

となりました。

 (2）持分法適用会社のうち、日本イ

ンベスターズ証券㈱、日本ファイ

ナンシャル・アドバイザー㈱、㈱

うかいの四半期決算日は６月30日

㈱河口湖うかいの四半期決算日は

５月31日であり、３月31日にて仮

決算を行っています。

(2）持分法適用会社のうち、日本イ

ンベスターズ証券㈱、日本ファイ

ナンシャル・アドバイザー㈱、㈱

うかいの四半期決算日は６月30日

であり、３月31日にて仮決算を

行っております。㈱河口湖うかい

の四半期決算日は５月31日であり、

２月末日にて仮決算を行っており

ます。

(2）持分法適用会社のうち、日本イ

ンベスターズ証券㈱、日本ファイ

ナンシャル・アドバイザー㈱、㈱

うかいの決算日は３月31日であり、

12月31日にて仮決算を行なってお

ります。㈱河口湖うかいの決算日

は２月末日であり、11月30日にて

仮決算を行っております。

３．連結子会社の四半期決

算日（決算日）等に

関する事項

連結子会社のうち、100年ファンド投

資事業有限責任組合の四半期決算日

は６月30日、㈱とちぎ投資ファンド

の四半期決算日は12月31日であり、

３月31日にて仮決算を行っておりま

す。

その他の連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と同じであり

ます。

連結子会社のうち、100年ファンド投

資事業有限責任組合の四半期決算日

は６月30日であり、３月31日にて仮

決算を行っております。

その他の連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と同じであり

ます。

連結子会社のうち、100年ファンド投

資事業有限責任組合の事業年度末日

は３月31日であり、12月31日にて仮

決算を行なっております。

その他の連結子会社の事業年度末日

は、連結決算日と同じであります。
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項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成20年１月１日   
   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年12月31日 ）

４．会計処理基準に関する

事項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券 ①　有価証券 ①　有価証券

イ．その他有価証券

時価のあるもの

四半期決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

イ．その他有価証券

時価のあるもの

同左

イ．その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

 　時価のないもの

移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

 ロ．投資事業有限責任組合に類する

　　出資の会計処理

　投資事業有限責任組合に類する

出資の会計処理は、当社の連結子

会社が組合事業を推進し従事する

営業者となっている匿名組合・任

意組合への出資に係る損益は営業

損益に計上し、当社の連結子会社

が組合事業の営業者となっていな

い匿名組合・任意組合への出資に

係る損益は営業外損益に計上して

おります。

ロ．投資事業有限責任組合に類する

　　出資の会計処理

同左

ロ．投資事業有限責任組合に類する

　　出資の会計処理

同左

 ②　たな卸資産

イ．販売用不動産

個別法による原価法によってお

ります。

②　たな卸資産

イ．販売用不動産

同左

②　たな卸資産

イ．販売用不動産

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物　　 10～39年

その他　　　　　　 ４～８年

①　有形固定資産

同左

①　有形固定資産

同左

 ②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左

(3）繰延資産の処理方法 ①　社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

①　社債発行費

同左

①　社債発行費

同左 
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項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成20年１月１日   
   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年12月31日 ）

(4）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討して回収不能見込額を計

上しております。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

 ②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当四半期連結会計期間末における

退職給付債務の見込額（自己都合

による当四半期連結会計期間末要

支給額の100％相当額）に基づき

計上しております。

②　退職給付引当金

同左

②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務の見込額（自己都合による

当連結会計年度末要支給額の

100％相当額）に基づき計上して

おります。

 ③　役員退職慰労引当金

提出会社の役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規による当四

半期連結会計期間末要支給額を計

上しております。

③　役員退職慰労引当金

同左

③　役員退職慰労引当金

提出会社の役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規による当連

結会計年度末要支給額を計上して

おります。

(5）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

(6）その他四半期連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための重要な

事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当四半期連結会計期間の費用とし

て処理しております。

①　消費税等の会計処理

同左

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理

しております。

５．四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲

四半期連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前四半期連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

当四半期連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

当四半期連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

従来の資本の部の合計に相当する金額は

6,031,296千円であります。

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、

当四半期連結会計期間における四半期連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

       ─────────────        ─────────────

 (企業結合に係る会計基準等)

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会  平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平

成17年12月27日　企業会計基準第７号）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準委員会

　平成17年12月27日　企業会計基準適用指  

針第10号）を適用しております。

        ────────────  (企業結合に係る会計基準等)

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計

基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会　最終改正平成18年12月22

日　企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。

        ────────────         ────────────  (減価償却方法の変更)

当連結会計年度から、法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降取得の固定資産につい

ては、改正法人税法に規定する償却方法によ

り、減価償却費を計上しております。

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽

微であります。

表示方法の変更

前四半期連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

当四半期連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年３月31日）

(四半期連結貸借対照表)

関係会社株式は、前四半期連結会計期間においては、投資有価証券に

含めて掲記しておりましたが、当四半期連結会計期間において関係会

社株式が総資産の100分の5を超えたため、関係会社株式を区分掲記し

て表示しております。なお、前四半期連結会計期間末における関係会

社株式は、304,908千円であります。

(四半期連結貸借対照表)

無形固定資産は、前四半期連結会計期間においては、一括して掲記し

ておりましたが、当四半期連結会計期間においてのれんが総資産の100

分の1を超えたため、のれんを区分掲記して表示しております。なお、

前四半期連結会計期間末におけるのれんは、1,254千円であります。
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(5）注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

前四半期連結会計期間末

（平成19年３月31日）

当四半期連結会計期間末

（平成20年３月31日）

前連結会計年度

（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

90,874 千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

114,937 千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

108,943 千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額

販売用不動産 5,226,337 千円

計 5,226,337  

販売用不動産 5,257,266 千円

計 5,257,266  

販売用不動産 6,655,512 千円

計 6,655,512  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 820,000 千円

長期借入金 3,500,000

計 4,320,000  

短期借入金 700,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
3,500,000

計 4,200,000  

短期借入金 2,000,000 千円

長期借入金 3,500,000  

計 5,500,000  

（四半期連結損益計算書関係）

前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

人件費 246,379 千円

役員退職慰労引当金

繰入額

9,420

人件費 259,189 千円

役員退職慰労引当金

繰入額

5,885

貸倒引当金繰入額 3,309

人件費 1,096,914 千円

役員退職慰労引当金

繰入額

38,789

貸倒引当金繰入額 3,416

※２．固定資産売却損は、車両438千円であり

ます。

※２．   ───────────── ※２．固定資産売却損の内訳は次の通りであり

ます。

建物及び構築物 1,328 千円

運搬具 438

土地 1,622
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（四半期連結株主資本等変動計算書関係）

 前四半期連結会計期間（自 平成19年１月１日  至 平成19年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数

当四半期連結会計期
間増加株式数

当四半期連結会計期
間減少株式数

当四半期連結会計期
間末株式数

普通株式（株） 52,412 － － 52,412

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月６日

取締役会
普通株式 78,618 1,500 平成18年12月31日 平成19年３月26日

（２）基準日が当四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間末以降とな

      るもの

　該当事項はありません。

 当四半期連結会計期間（自 平成20年１月１日  至 平成20年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数

当四半期連結会計期
間増加株式数

当四半期連結会計期
間減少株式数

当四半期連結会計期
間末株式数

普通株式（株） 104,824 － － 104,824

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月６日

取締役会
普通株式 78,618 750  平成19年12月31日 平成20年３月24日 

（２）基準日が当四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間末以降とな

      るもの

　該当事項はありません。
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 前連結会計年度（自 平成19年１月１日  至 平成19年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末株
式数

普通株式（株） 52,412 52,412 － 104,824

     （注）普通株式の発行済株式総数の増加の要因は次の通りであります。

            平成19年10月１日付、１：２の株式分割による増加　52,412株

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月６日

取締役会
普通株式 78,618 1,500 平成18年12月31日 平成19年３月26日 

平成19年８月６日

取締役会
普通株式 78,618 1,500 平成19年６月30日 平成19年９月14日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月６日

取締役会
普通株式 78,618  利益剰余金 750 平成19年12月31日  平成20年３月24日

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成19年１月１日　 

 　至　平成19年12月31日 ）

１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四

半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四

半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

（平成19年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 5,602,611

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

△760,061

現金及び現金同等物 4,842,549

 （千円）

現金及び預金勘定 8,270,089

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

△1,059,614

現金及び現金同等物 7,210,475

 （千円）

現金及び預金勘定 6,704,445

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

△809,258

現金及び現金同等物 5,895,187
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 (リース取引関係)

前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,970 12,731 11,238

合計 23,970 12,731 11,238

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,670 16,402 7,268

合計 23,670 16,402 7,268

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,670 15,416 8,254

合計 23,670 15,416 8,254

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,980千円

１年超 7,459

合計 11,439

１年内 4,006千円

１年超 3,452

合計 7,459

１年内 3,993千円

１年超 4,459

合計 8,452

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 1,042千円

減価償却費相当額 1,001

支払利息相当額 46

支払リース料 1,025千円

減価償却費相当額 986

支払利息相当額 32

支払リース料 4,103千円

減価償却費相当額 3,945

支払利息相当額 163

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 886,124千円

１年超 2,326,830

合計 3,212,954

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 794,134千円

１年超 1,536,896

合計 2,331,030

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 826,669千円

１年超 1,726,492

合計 2,553,161
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 (有価証券関係)

前四半期連結会計期間末（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 48,743 646,475 597,731

その他(注１) 44,822 27,159 △17,663

合計 93,566 673,634 580,068

 (注１)「その他」はみなし有価証券にかかる金額を記載しております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容・区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 513,952

非上場株式 74,110

匿名組合出資金等 439,842

当四半期連結会計期間末（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 108,755 531,219 422,464

その他 50,000 46,627 △3,372

合計 158,755 577,847 419,091

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容・区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 555,063

非上場株式 376,298

匿名組合出資金等 178,764
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前連結会計年度（平成19年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 108,755 560,496 451,741

その他 40,000 39,524 △475

合計 148,755 600,020 451,265

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容・区分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 653,765

非上場株式 375,298

匿名組合出資金等 278,467

 (デリバティブ取引関係)

前四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

 　　　前四半期連結会計期間（自 平成19年１月１日　至 平成19年３月31日）

該当事項はありません。

 

当四半期連結会計期間（自 平成20年１月１日　至 平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 

 　　　前連結会計年度（自 平成19年１月１日　至 平成19年12月31日）

該当事項はありません。
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(6）セグメント情報

①　事業の種類別セグメント情報

前四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループは財産コンサルティングに特化したサービスを提供する企業集団として、個人及び法人の財産

承継、資産再生等のコンサルティングを手掛けており、財産コンサルティング事業という単一の事業セグメン

トに属しております。

当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループは財産コンサルティングに特化したサービスを提供する企業集団として、個人及び法人の財産

承継、資産再生等のコンサルティングを手掛けており、財産コンサルティング事業という単一の事業セグメン

トに属しております。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　当社グループは財産コンサルティングに特化したサービスを提供する企業集団として、個人及び法人の財産

承継、資産再生等のコンサルティングを手掛けており、財産コンサルティング事業という単一の事業セグメン

トに属しております。

②　所在地別セグメント情報

前四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

本邦以外の国または地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

本邦以外の国または地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

本邦以外の国または地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

③　海外売上高

前四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

当四半期連結会計期間における海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

 前四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

 共通支配下の取引

 　　結合当事企業

 　　　当社及び当社の連結子会社株式会社船井財産コンサルタンツ・ネットワークシステム。

 　　企業結合の法的形式

 　　　当社を存続会社、株式会社船井財産コンサルタンツ・ネットワークシステムを消滅会社とする吸収合併であり、

　　 簡易合併の手続きにより合併しております。

 　　結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

 　　　当社グループの事業の効率化のための合併であり、合併期日において当社は株式会社船井財産コンサルタンツ・

　 　ネットワークシステムの資産・負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。

 　　実施した会計処理の概要

 　　　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（平成15年10月31日　企業会計審議会）及び「企業結合会計基準及び事

　　 業分離等会計基準に関する適用指針」（最終改正平成18年12月22日　企業会計基準委員会）に基づき、共通支配下

     の取引として会計処理を行っており、被合併会社から受け入れる資産及び負債は適正な帳簿価額により計上してお

     ります。

 当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

 前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 共通支配下の取引

 　　結合当事企業

 　　　当社及び当社の連結子会社株式会社船井財産コンサルタンツ・ネットワークシステム。

 　　企業結合の法的形式

 　　　当社を存続会社、株式会社船井財産コンサルタンツ・ネットワークシステムを消滅会社とする吸収合併であり、

　　 簡易合併の手続きにより合併しております。

 　　結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

 　　　当社グループの事業の効率化のための合併であり、合併期日において当社は株式会社船井財産コンサルタンツ・

　 　ネットワークシステムの資産・負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。

 　　実施した会計処理の概要

 　　　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（平成15年10月31日　企業会計審議会）及び「企業結合会計基準及び事

　　 業分離等会計基準に関する適用指針」（最終改正平成18年12月22日　企業会計基準委員会）に基づき、共通支配下

     の取引として会計処理を行っており、被合併会社から受け入れる資産及び負債は適正な帳簿価額により計上してお

     ります。
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（開示対象特別目的会社関係）

 当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

　当社グループでは、財産コンサルティング事業の一環として、顧客の資産運用ニーズへの対応を図る目的から、不動産

に関連した投資商品として、「不動産共同所有システム」（不動産特定共同事業法に基づく不動産小口化商品）を開発し、

当社顧客等に販売しております。

　「不動産共同所有システム」は、投資家が不動産特定共同事業法に基づいて任意組合契約を締結し、この任意組合が事

業用不動産を取得してその賃貸運用収益を投資家に配当として分配するものであります。

　平成20年３月31日現在の不動産特定共同事業法に基づく任意組合は、20組合であります。

　当社グループは、任意組合の組成、投資家の募集、投資対象物件の取得、任意組合の理事長（任意組合の業務執行組合

員）としての任意組合の業務執行を行います。なお、当社グループは、任意組合への金銭出資を行っておりません。

　当社グループは、これら一連の流れの中で、任意組合との間で以下の取引を行っております。

　①　業務執行の対価としての理事長報酬の受領。

　②　任意組合から事業用不動産を一括して賃借しテナントへ賃貸するサブリース業務を行う場合があります。

　③　任意組合に供給する事業用不動産について、権利関係の整理、優良テナントの誘致、リニューアルなどを行い高

　　　利回り物件に仕立て直す場合には当社グループで仕入を行い、当社グループのノウハウを注入し高付加価値物件

　　　として、任意組合に販売しております。

２．当四半期連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）における不動産特定共同事業法

　　に基づく任意組合との取引金額等

 
主な取引の金額又は当四半
期連結会計期間末残高（千
円）

項目 金額（千円）

不動産譲渡高

（注１）
1,784,000 　不動産売上高 1,784,000

サブリース業務

（注２）
220,958 　営業原価 220,958

理事長業務（注３） 6,228 　営業収入 6,228

 （注１）不動産譲渡高は、譲渡時点の譲渡価額によって記載しております。なお、不動産譲渡高は連結損益計算書上の

　　　　 不動産売上高で計上されております。

 （注２）譲渡した不動産についてサブリース取引を行っている場合があり、当該賃貸借取引は、通常の賃貸借取引に係

　　　   る方法に準じて会計処理されております。なお、当該賃借取引は、解約不能なオペレーティング・リース取引

　　　　 に該当し、その未経過リース料の金額については、「リース取引関係」において注記しております。

 　　　　サブリース業務に係るサブリース原価は連結損益計算書上の営業原価で計上されております。

 （注３）理事長業務に係る報酬は、連結損益計算書上の営業収入で計上されております。

３．不動産特定共同事業法に基づく任意組合の直近の決算日（平成19年12月末・19組合）における資産総額（単純合

　　算）は18,574,330千円、負債総額（単純合計）は34,117千円であります。
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（１株当たり情報）

前四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日　 

　 至　平成19年３月31日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成20年１月１日　 

　 至　平成20年３月31日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成19年１月１日　 

 　至　平成19年12月31日 ）

１株当たり純資産額 115,074円72銭

１株当たり四半期純利益 22,990円94銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
21,474円54銭

１株当たり純資産額 63,365円87銭

１株当たり四半期純利益 5,108円38銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
4,868円45銭

１株当たり純資産額 59,189円53銭

１株当たり当期純利益 14,726円36銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
13,697円82銭

平成18年11月１日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期連結会計期間におけ

る１株当たり情報については、以下のとおり

であります。

１株当たり純資産額 80,615円90銭

１株当たり四半期純利益 10,674円43銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
10,407円94銭

  当社は、平成19年10月１日付で株式１株に

つき２株の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期連結会計期間におけ

る１株当たり情報については、以下のとおり

であります。

１株当たり純資産額 57,537円36銭

１株当たり四半期純利益 11,495円47銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
10,737円27銭

  当社は、平成19年10月１日付で株式１株に

つき２株の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりであり

ます。

１株当たり純資産額 45,548円48銭

１株当たり当期純利益 8,614円71銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
8,148円17銭

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前四半期連結会計期間

（自 平成19年１月１日  

  至 平成19年３月31日）

当四半期連結会計期間

（自 平成20年１月１日  

  至 平成20年３月31日）

前連結会計年度

（自 平成19年１月１日  

  至 平成19年12月31日）

１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益（千円） 1,205,001 535,480 1,543,675

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

 普通株式に係る四半期（当期）純利益（千円） 1,205,001 535,480 1,543,675

期中平均株式数（株） 52,412 104,824 104,824

 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） 3,701 5,166 7,871

 （うち新株予約権） (3,701) (5,166) (7,871)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

   　───── 第二回ストック・オプ

ション（株式換算数

8,608株）

 　　─────

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。
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６．四半期個別財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

  
前四半期会計期間末

（平成19年３月31日）

当四半期会計期間末

（平成20年３月31日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金  4,095,477 6,950,766 5,348,477

２．売掛金  495,345 447,233 580,426

３．販売用不動産 ※２ 10,992,984 6,268,721 8,578,178

４．その他  ※３ 299,788 167,385 192,054

５．貸倒引当金  △892 △3,793 △3,568

流動資産合計  15,882,704 74.4 13,830,313 72.3 14,695,568 79.4

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産  

(1)建物及び構築物 ※１ 101,677 91,935 94,830

(2)その他 ※１ 102,839 103,865 101,052

有形固定資産合計  204,516 195,800 195,883

２．無形固定資産  28,184 18,813 20,018

３．投資その他の資産  

(1)投資有価証券  1,187,587 802,910 923,786

(2)関係会社株式  525,432 520,932 520,932

(3)その他の関係会社有

価証券
 3,382,103 3,609,344 2,005,347

(4)その他  142,170 142,725 142,883

投資その他の資産合計  5,237,294 5,075,913 3,592,949

固定資産合計  5,469,995 25.6 5,290,526 27.7 3,808,851 20.6

資産合計  21,352,700 100.0 19,120,840 100.0 18,504,419 100.0
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前四半期会計期間末

（平成19年３月31日）

当四半期会計期間末

（平成20年３月31日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金  73,779 71,056 67,145

２．短期借入金 ※２ 3,317,000 2,990,000 2,626,668

３．１年以内返済予定の

長期借入金
※２ 168,000 3,552,000 94,000

４．１年以内償還予定の

社債
 1,140,000 1,060,000 1,020,000

５．その他 ※３ 1,572,697 968,355 1,502,310

流動負債合計  6,271,476 29.4 8,641,411 45.2 5,310,124 28.7

Ⅱ　固定負債  

１．社債  3,625,000 3,365,000 3,025,000

２．長期借入金 ※２ 3,552,000 － 3,500,000

３．退職給付引当金  26,999 32,992 31,497

４．役員退職慰労引当金  143,004 178,258 172,373

５．預り敷金・保証金  246,748 252,318 248,558

６．匿名組合等出資預り金  1,804,627 181,016 237,259

７．その他  155,962 69,025 78,618

固定負債合計  9,554,342 44.7 4,078,612 21.3 7,293,307 39.4

負債合計  15,825,818 74.1 12,720,024 66.5 12,603,431 68.1

  

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１．資本金  805,817 3.8 805,817 4.2 805,817 4.3

２．資本剰余金  

  (1)  資本準備金  875,266 875,266 875,266

    資本剰余金合計  875,266 4.1 875,266 4.6 875,266 4.7

３．利益剰余金  

  (1)  利益準備金  6,750 6,750 6,750

  (2)  その他利益剰余金  

       別途積立金  1,700,000 1,700,000 1,700,000

       繰越利益剰余金  1,784,532 2,764,419 2,245,508

    利益剰余金合計  3,491,282 16.3 4,471,169 23.4 3,952,258 21.4

       株主資本合計  5,172,366 24.2 6,152,252 32.2 5,633,342 30.4

Ⅱ　評価・換算差額等  

  １．その他有価証券評価
      差額金  

 354,514  248,563  267,645  

  評価・換算差額等合計  354,514 1.7 248,563 1.3 267,645 1.5

純資産合計  5,526,881 25.9 6,400,816 33.5 5,900,987 31.9

負債純資産合計  21,352,700 100.0 19,120,840 100.0 18,504,419 100.0
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(2) 四半期損益計算書

  
前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

要約損益計算書

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　営業収益

１．営業収入  923,576 1,622,300 3,615,995

２．不動産売上高  4,781,346 5,704,923 100.0 2,928,464 4,550,765 100.0 12,691,646 16,307,641 100.0

Ⅱ　営業原価

１．営業原価  283,029 629,264 1,122,501

２．不動産売上原価  3,012,189 3,295,219 57.8 2,379,523 3,008,787 66.1 10,301,721 11,424,223 70.1

営業総利益  2,409,703 42.2 1,541,977 33.9 4,883,418 29.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費  561,232 9.8 516,594 11.4 2,143,063 13.1

営業利益  1,848,471 32.4 1,025,382 22.5 2,740,354 16.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 7,187 0.1 10,918 0.2 37,246 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 78,387 1.3 72,785 1.5 200,886 1.2

経常利益  1,777,271 31.2 963,515 21.2 2,576,715 15.8

Ⅵ　特別利益  10,299 0.2 － － 173,176 1.0

Ⅶ　特別損失  3,319 0.1 － － 51,813 0.3

匿名組合等損益分配前

税引前四半期（当期）

純利益

 1,784,250 31.3  963,515 21.2 2,698,078 16.5

匿名組合等損益分配額  △3,723 △0.0  △1,293 △0.0 24,494 0.1

税引前四半期（当期）

純利益
 1,787,974 31.3  964,809 21.2 2,673,583 16.4

法人税、住民税及び事

業税
 802,733 352,589 1,143,689

法人税等調整額  △75,944 726,788 12.7 14,691 367,280 8.1 △70,885 1,072,803 6.6

四半期（当期）純利益  1,061,186 18.6 597,528 13.1 1,600,779 9.8
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(3）四半期株主資本等変動計算書

前四半期会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 801,964 2,508,714 4,189,798

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △78,618 △78,618 △78,618

四半期純利益 － － － － － 1,061,186 1,061,186 1,061,186

株主資本以外の項目の四半期会

計期間中の変動額（純額）
－ － － － － － － －

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － － 982,568 982,568 982,568

平成19年３月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 1,784,532 3,491,282 5,172,366

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 4,413,973

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △78,618

四半期純利益 － － 1,061,186

株主資本以外の項目の四半期

会計期間中の変動額（純額）
130,339 130,339 130,339

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
130,339 130,339 1,112,907

平成19年３月31日　残高

（千円）
354,514 354,514 5,526,881
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当四半期会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 2,245,508 3,952,258 5,633,342

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △78,618 △78,618 △78,618

四半期純利益 － － － － － 597,528 597,528 597,528

株主資本以外の項目の四半期会

計期間中の変動額（純額）
－ － － － － － － －

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － － 518,910 518,910 518,910

平成20年３月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 2,764,419 4,471,169 6,152,252

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
267,645 267,645 5,900,987

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △78,618

四半期純利益 － － 597,528

株主資本以外の項目の四半期

会計期間中の変動額（純額）
△19,082 △19,082 △19,082

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
△19,082 △19,082 499,828

平成20年３月31日　残高

（千円）
248,563 248,563 6,400,816
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前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 801,964 2,508,714 4,189,798

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △157,236 △157,236 △157,236

当期純利益 － － － － － 1,600,779 1,600,779 1,600,779

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － － － 1,443,543 1,443,543 1,443,543

平成19年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 2,245,508 3,952,258 5,633,342

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 4,413,973

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － △157,236

当期純利益 － － 1,600,779

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
43,470 43,470 43,470

事業年度中の変動額合計

（千円）
43,470 43,470 1,487,013

平成19年12月31日　残高

（千円）
267,645 267,645 5,900,987
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

時価のあるもの

四半期決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

投資事業有限責任組合に類する出資

の会計処理は、匿名組合・任意組合

の純資産及び純損益のうち当社の持

分相当額をそれぞれ投資有価証券・

その他の関係会社有価証券及び収

益・費用として計上しております。

なお、匿名組合・任意組合の純損益

の持分相当額の会計処理については、

当社の連結子会社が組合事業を推進

し従事する営業者となっている匿名

組合・任意組合への出資に係る損益

は営業損益に計上するとともにその

他の関係会社有価証券を加減し、当

社の連結子会社が匿名組合の営業者

となっていない匿名組合・任意組合

への出資に係る損益は営業外損益に

計上するとともに投資有価証券・そ

の他の関係会社有価証券を加減して

おります。

③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

同左

③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

同左

 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方

法

販売用不動産

個別法による原価法によっ

ております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方

法

販売用不動産

同左

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方

法

販売用不動産

同左

 

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物  10年～39年

その他       　 ４年～８年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左
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項目

前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

３．繰延資産の処理方法  (1) 社債発行費

 支出時に全額費用処理しております。

(1) 社債発行費

同左

(1) 社債発行費

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討して回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当四半期末における退職給付債務

の見込額（自己都合による四半期

末要支給額の100％相当額）に基

づき計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額（自己都合による期末要支給

額の100％相当額）に基づき計上

しております。

 (3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による四半期末要支給

額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による期末要支給額を

計上しております。

５．重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

６．その他四半期財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当四半期の費用として処理してお

ります。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当期の費用として処理しておりま

す。
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

当四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

  「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

　会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

　12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部

　の表示に関する会計基準等の適用指針」

　（企業会計基準適用指針第８号平成 17年12

　月９日）を適用しております。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

  5,526,881千円であります。

  なお、中間財務諸表等規則の改正により、

　当四半期会計期間における貸借対照表の純

　資産の部については、改正後の中間財務諸

　表等規則により作成しております。

        ────────────         ────────────

 (企業結合に係る会計基準等)

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審

  議会　平成15年10月31日）及び「事業分離

  等に関する会計基準」（企業会計基準委員

  会  平成17年12月27日企業会計基準第7号）

  並びに「企業結合会計基準及び事業分離等

  会計基準に関する適用指針」（企業会計基

  準委員会最終改正  平成18年12月22日企業

  会計基準適用指針第10号）を適用しており

  ます。

        ────────────  (企業結合に係る会計基準等)

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基

  準」（企業会計審議会　平成15年10月31

  日）及び「事業分離等に関する会計基準」

  （企業会計基準委員会　平成17年12月27日

  企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計

  基準及び事業分離等会計基準に関する適用

  指針」（企業会計基準委員会　最終改  平

  成18年12月22日企業会計基準適用指針第10

  号）を適用しております。

        ────────────         ────────────  (減価償却方法の変更)

 当事業年度から、法人税法の改正に伴い、

 平成19年４月１日以降取得の固定資産につい

 ては、改正法人税法の規定する償却方法によ

 り、減価償却費を計上しております。

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及

 び税引前当期純利益に与える影響は軽微であ

 ります。

表示方法の変更

前四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日）

当四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年３月31日）

(四半期貸借対照表)

「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第20号）

が平成18年９月８日に公表されたことに伴い、当社の関係会社に

該当することになった投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの）について、従来、「長期営業目的投資有価証券」として

表示しておりましたが、当四半期会計期間から「その他の関係会

社有価証券」として表示する方法に変更いたしました。

なお、前四半期会計期間のその他の関係会社有価証券は、447,685

千円であります。

────────────
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(4）注記事項

（四半期貸借対照表関係）

前四半期会計期間末

（平成19年３月31日）

当四半期会計期間末

（平成20年３月31日）

前事業年度

（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

85,690千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

110,727千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

105,239千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額

販売用不動産 5,226,337 千円

計 5,226,337  

販売用不動産 5,257,266 千円

計 5,257,266  

販売用不動産 6,655,512 千円

計 6,655,512  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 820,000 千円

長期借入金 3,500,000

計 4,320,000  

短期借入金 700,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
3,500,000

計 4,200,000  

短期借入金 2,000,000 千円

長期借入金 3,500,000

計 5,500,000  

※３．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。

※３．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※３　　  ────────────

（四半期損益計算書関係）

前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 5,460千円 受取利息 5,345千円 受取利息 9,427千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

社債発行費 26,529千円

支払利息 31,258

社債発行費 21,577千円

支払利息 40,273

社債発行費 26,529千円

支払利息 114,615

  ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額

有形固定資産 5,835千円

無形固定資産 2,901

有形固定資産 5,488千円

無形固定資産 2,671

有形固定資産 25,469千円

無形固定資産 11,637

（四半期株主資本等変動計算書関係）

 前四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。 

 

 当四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。 

 

 前事業年度　　（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。  
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 (リース取引関係)

前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,670 12,457 11,213

合計 23,670 12,457 11,213

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,670 16,402 7,268

合計 23,670 16,402 7,268

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,670 15,416 8,254

合計 23,670 15,416 8,254

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,953千円

１年超 7,459

合計 11,412

１年内 4,006千円

１年超 3,452

合計 7,459

１年内 3,993千円

１年超 4,459

合計 8,452

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 1,025千円

減価償却費相当額 986

支払利息相当額 45

支払リース料 1,025千円

減価償却費相当額 986

支払利息相当額 32

支払リース料 4,103千円

減価償却費相当額 3,945

支払利息相当額 163

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 347,220千円

１年超 1,031,940

合計 1,379,160

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 255,230千円

１年超 780,910

合計 1,036,140

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 287,765千円

１年超 835,780

合計 1,123,545

 (有価証券関係)

　前四半期会計期間、当四半期会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。

（企業結合等関係）

 前四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

 共通支配下の取引

 　　四半期連結財務諸表の注記事項における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

 当四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年３月31日）

     該当事項はありません。

 前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 共通支配下の取引

 　　連結財務諸表の注記事項における記載内容と同一であるため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）

前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日　 

 　至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日　 

 　至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成19年１月１日   

 　至　平成19年12月31日 ）

１株当たり純資産額 105,450円69銭 

１株当たり四半期純利益 20,247円01銭 

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 
     18,911円59銭 

１株当たり純資産額 61,062円51銭 

１株当たり四半期純利益 5,700円30銭 

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 
5,432円57銭 

１株当たり純資産額 56,294円24銭

１株当たり当期純利益 15,271円12銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
14,204円53銭

  平成18年11月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりとなっ

ております。

１株当たり純資産額 72,540円16銭 

１株当たり四半期純利益 6,734円06銭 

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
6,565円94銭 

　平成19年10月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりであ

ります。

１株当たり純資産額 52,725円34銭

１株当たり四半期純利益 10,123円50銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
9,455円79銭

　平成19年10月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 42,108円76銭

１株当たり当期純利益 7,072円63銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
6,689円60銭

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成20年１月１日   

   至　平成20年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年12月31日 ）

１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益（千円） 1,061,186 597,528 1,600,779

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

 普通株式に係る四半期（当期）純利益（千円） 1,061,186 597,528 1,600,779

期中平均株式数（株） 52,412 104,824 104,824

 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） 3,701 5,166 7,871

 （うち新株予約権） (3,701) (5,166) (7,871)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

    ──────── 第二回ストック・オプショ

ン（株式換算数8,608株）

    ────────

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。
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